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研究成果の概要（和文）：本研究プログラムでは「規範研究」と「実証研究」の双方の研究者が集まり、相互の
研究アプローチを補完する「地平の融合」を目指し、政治的選好と制度形成・政治的動員の関係を明らかにして
いくことを行った。特に、具体的な政治家や市民の選好・行動原則がいかなる前提・葛藤・サイクルにより形成
され、変容し、あるいは固定化するのかを検討した上で、さらにより複雑な選好・行動原則について、規範的ア
プローチにより考察を加えていく。その中で、「民主主義の赤字」(democratic deficit）という政治現象を分
析しながら、民主主義を活性化していく方策について理論的・実証的に検討していくことを行った。

研究成果の概要（英文）： This research project explores the relationship between political 
incentives, institution formation and political mobilization by combining specialized fields of "
normative theory" and "empirical investigation," with the aim of "fusion of horizons" of different 
disciplines and approaches in political science. It puts particular importance on the observation of
 premises, conflicts and cycles that affect formation, transformation and consolidation of 
incentives and behaviors of individual politicians and citizens, the complexity of which should be 
reexamined by normative approaches. It also addresses the issue of "democratic deficit" or 
democratic revitalization, which is expected to be investigated by both empirical and normative 
studies.

研究分野： ヨーロッパ政治論

キーワード： 民主主義　福祉国家　リスク・福祉
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 政治学が専門分化した現在において、政治
理論と実証研究はどのような協働関係にた
つのか。専門分化の中で政治学は市民や政治
家、運動主体等に対しレリヴァントな政治認
識を与えることができないという逆説があ
るのではないか。本研究はこれらの問題につ
いて、政治理論と実証研究の対話による政治
学の内省的・再帰的な共生成が一つの有効な
解決と与えるものとして始められた。 
 日本やイギリスでは政治哲学や規範理論
が「政治理論」と呼ばれることが多いが、こ
れに対し実際には他分野からは（あまり関係
のない）独立した一分野と認識される場合も
少なくない。その理由として、規範化した政
治理論は、「政治的人間」観、「政治的なるも
の」、ラディカルな現実批判を重視するため、
そのような関心を必ずしも共有しない現実
の政治主体（国家、政治家、有権者）の行動
を分析するのに説得的でない、と考えられて
いた。 
 一方、ヘイ（Colin Hay）のように、合理
的選択論に依拠する実証研究への批判もあ
る。そこでは、政治主体が建前で公共を語っ
ても実際には自己利益のみに従い行動し、そ
の結果特定の利害を偏重する、もしくは税を
濫用する、といった有権者および政治家自身
による過度な「政治否定」の一般認識が強ま
ったことに対して、非政治的、反規範的な政
治学そのものにその一因があると、論じられ
ていた。 
 しかし、政治理論とは、本来現実認識と切
り離された「あるべき」論であるのではなく、
何が政治であるかという定義、現象とメカニ
ズムの説明、将来的予測も含んでいたはずで
ある。民主化、代表制、公共的選択、福祉国
家、包摂と排除といったテーマは、思想・規
範だけの問題ではなく、実証や具体的制度分
析と組み合わされることによって、政治学の
豊かな発展をもたらしていることはいうま
でもない。そこで、これら双方の分野の先端
にある研究者が学問的な対話をすることを
通じて、これまでの政治学の視座と方法を相
互の立場から革新していく知的作業が始め
られることになったのである。 
２．研究の目的 
 本研究は、成熟した民主主義諸国における
政治不信の慢性化、反政治の傾向の中で、政
治学の知的前提を再考し、異なるディシプリ
ンの先端的な知見を活用しながら、「タコツ
ボ化」を超える政治的認識を獲得し、民主主
義活性化に貢献する学問的・社会的リソース
を創出することを目的とする。そのために、
本研究は現代政治理論、思想史、制度論的比
較政治、計量的比較政治、政治史の諸分野で
第一線の研究活動を行いつつ、政治学の方法
について内省的・再帰的（reflective）な問題
関心を有する研究者のネットワークをつく
り、政治学的視座とアプローチに関する高密
度な討議体制を組織して、相互理解的または

相互批判的交流をすすめ、最終的には学術知
にも民主主義の活性化にも資する共生成的
（co-productive）な政治学の可能性を検証し
てきた。 
この研究を遂行するために、下記の四つの

サブテーマに焦点をおいた。 
(1)政治制度（担当：井上、田村、粕谷、三村） 
(2)リスク社会・福祉（担当：小川・稗田、浅
井） 
(3)民族・国際関係（担当：中井、芝崎） 
(4)政治学史（担当：空井、一ノ瀬） 
その中で、政治家や市民の選好・行動原則

がいかなる前提・葛藤・サイクルにより形成
され、変容し、あるいは固定化するか、また
そのように複雑に把握された選好・行動原則
が現実の政治制度や政治過程になぜ反映さ
れないのか、という点を明らかにすることに
よ り 、 い わ ゆ る 「 民 主 主 義 の 赤 字 」
（democratic deficit）すなわち民主主義の中
のエリートと市民の疎外、もしくは慢性化す
る政治不信と部分的な過度の政治化という
現象に対して理論的に検討した。 
３．研究の方法 
 研究代表者・研究分担者は「政治理論」の
アプローチ、「実証研究」のアプローチ、そ
れぞれを出発点としつつ、相互の接近法を考
慮、活用して、研究を実施した。そのために
活発にコミュニケーションを行って研究計
画、アプローチ、問題点について知見、意見
を交換し、フィードバックし、公表する組織
体制を構築した。具体的には定期的な研究会
の他、インターネットのフォーラムを活用し
て日常的にアイデアを交換し、討議する環境
とスタイルを定着させることを行った。 
その際、下記の項目に重点が置かれた。 
(1)研究分担者は、それぞれの担当するテー
マについて、規範や思想を論じる「政治理論」
のアプローチ、もしくはエヴィデンスによる
検証を重視する「実証研究」のアプローチ、
それぞれを出発点としつつ、相互の接近法を
考慮、活用して、研究を実施する。 
(2)そのために研究代表者・事務局による組
織的体制の下、活発にコミュニケーションを
行って研究計画、アプローチ、問題点につい
て知見、意見を交換して、研究にフィードバ
ックする。 
(3)研究代表者、各研究分担者は、各々の担
当するサブテーマの研究とあわせて、欧米や
アジアの各国における政治学の政治理論と
実証研究の関係について調査、考察を行い、
それによって得られた知見を討議及び研究
成果の公表に活用する。 
(4)各年度に、異なる地域の海外の研究者を
招聘し、本研究課題の関心（政治理論と実証
研究の関係）に沿った研究報告、ならびに本
研究の中間・最終成果と討議内容について評
価を得た。研究代表者・分担者は、研究会や
インターネット上のフォーラムに関心を共
有する他の政治学者を招待し、討議内容、成
果の発信と幅広いフィードバックを実現し



た。さらに学会誌における特集、公開シンポ
ジウム、内外の学会の研究大会・学術雑誌を
通じて研究成果を公開した。 
４．研究成果 
本研究プログラムでは「規範研究」と「実

証研究」の双方の研究者が集まり、相互の研
究アプローチを補完する「地平の融合」を目
指し、政治的選好と制度形成・政治的動員の
関係を明らかにしていくことを行った。特に、
具体的な政治家や市民の選好・行動原則がい
かなる前提・葛藤・サイクルにより形成され、
変容し、あるいは固定化するのかを検討した
上で、さらにより複雑な選好・行動原則につ
いて、規範的アプローチにより考察を加えて
いった。その中で、「民主主義の赤字」
(democratic deficit）という政治現象を分
析しながら、民主主義を活性化していく方策
について理論的・実証的に検討した。具体的
には下記のとおりである。 
研究代表者である小川は本研究プログラ

ムの全体を統括してきた。2016 年度は特に、
民主主義活性化のための理論と実証の対話
の実践的な拡大を図り、若手（院生）研究者
のネットワーク(pdialog)と内外の専門研究
者との交流をオーガナイズした。その中でソ
ウル市立大学李鎮遠教授とのセミナーでは、
中央政府（間）よりもむしろ地方政府（間）
において民主主義の活性化や国際交流の期
待が見出されるとの貴重な示唆も得られた。
また、本研究課題のこれまでの成果や議論を
活かし、『生活経済政策』誌上において、多
様な研究者を招いて「新しいグローバル左派
と市民社会民主主義」2016年5月号（No.232）、
「「民主主義の赤字」をどうするか」2016 年
12 月号（No.239）、「現実政治としてのポピュ
リズムと民主主義のゆくえ」2017 年 5 月号
（No.244）の３つの特集を企画し、研究者の
他に市民読者を対象とする社会的な発信提
起を行った。本研究課題の最終成果発表とし
て日本政治学会におけるパネルを計画した
が、研究代表者は同学会企画委員長を務める
ため応募は今回見送ることとし、モナシュ大
学における国際会議等での成果発表、英語に
よる出版計画を進めている。また個人の研究
分担として、理論と実証を総合する研究であ
る C・S・メイアーの「レヴァイアサン２・０」
論を、日本の国際政治史研究と比較し、理論
と実証の対話にもとづく政治学研究として
正統性研究を再検討することを雑誌論文で
提案した。そのほか、上記国際会議において、
福祉国家における移民・難民問題の理論・実
証的検討を発表し、参加者から学際的な
social cohesion 研究の理論枠組に発展させ
ることを推奨された。 
(1)政治制度の分野において、井上は合衆国
の都市内交通政策をめぐる事例分析をおこ
なうことよって、政治理論と実証分析の双方
が介入する政策アドボカシーの領域におい
て、ナラティヴ〔物語〕ならびに視覚的なレ
トリックが果たし得る役割と可能性を検討

した。また、この作業と並行して、対外政策
の形成や決定の前提となる現状把握が、ひと
つのナラティヴとして紡ぎだされるプロセ
スの具体的な事例として、世紀転換期の環大
西洋世界をひとつの圏域として理解しよう
とした。当時の英米知識人の構想の言説分析
にも従事した。 
また、三村は「熟議」や「教育」といった、

これまで規範分析の対象になってきたテー
マについて、実験手法を用いた実証分析を行
うことで、規範研究と実証研究を架橋するよ
うな研究を行った。具体的には、有権者の政
治意識や行動において、熟議がどのような役
割を果たしているのかという点について、世
論調査実験を用いて実証的な検討を行った。
また、高校生の政治意識や行動において、政
治教育や選挙啓発がどのような影響を及ぼ
すのかという点ついても、フィールド実験に
よって検証した。 
(2)リスク社会・福祉の分野において、稗田
は経験的政治理論における概念分析の役割
を考察した。通常、自然言語で展開される経
験的政治理論は非常に抽象度の高い因果モ
デルとなりがちであり、そのままでは現実の
データでその妥当性を検証することはでき
ない。そこで、稗田は自身の高齢者介護政策
をめぐる政治過程の研究を題材に、抽象的因
果モデルを現実に測定できる操作化レベル
にまで落とし込むためにはどのような工夫
が必要であるか、ＱＣＡ（質的比較分析）を
中心に概念分析のあり方を検討した。 
(3)民族・国際関係の分野において、中井は
本補助事業において，主に実証分析の観点か
ら民主主義とナショナリズムの関係性に関
する分析を進めた。特に選挙近接と，それを
想定した政治エリートの動員等が，有権者の
政治意識を変化させる程度の有無や強弱の
計測を行った。 
 (4)政治学史の分野において、空井は実証研
究――実証の手法は歴史的（定性的）である
と計量的（定量的）であるとを問わない――
とは目されず，それでいて規範性を売り物と
はしないような理論・モデルが政治学に数多
く存在することを受け，それらのうちのいく
つかに再検討を加えるとともに，そのさらな
る充実に貢献すべく努めた。こうした政治理
論や政治モデルは一種の「了解モデル」であ
り，その受容はモデル消費者の納得にかかっ
ている以上，モデル生産者が消費者の実感的
首肯を得るべく「リアルさ」を追求するのは
当然である。ただしこのタイプの理論・モデ
ルの生産は，史資料を渉猟・分析し，あるい
は統計ソフトを走らせるよりも，むしろ文芸
作品の執筆や美術作品の創作に似た活動で
あり，かなりの程度「個人芸」・「職人芸」と
なる。そして政治学の分野では，そうした生
産物は「政治思想」や「政治哲学」といった
ジャンルに収容されるものとされてきたが，
アリストテレスやホッブズの政治理論と，た
とえば「ダウンズ理論」や「合理的選択理論」



とのあいだで，理論やモデルとしてのステイ
タスに決定的な違いがあるわけではなく，こ
れらはいずれも政治をめぐって「世界制作」
（ネルソン・グッドマン）を志した「作品」
である。本研究期間中に空井が検討を加える
ことができたのは，岡義達，京極純一，ハン
ナ・アーレント，バーナード・クリックらの
手になる，最もマクロな視座を備えた「作品」
群に限られたが，そのなかでアーレントにつ
いては，『人間の条件』で彼女がネガティヴ
に措定したがゆえに，従来まず取り上げられ
てこなかった政治理解の意義を評価する内
容の論文をまとめた（空井護「『人間の条件』
をいかに読むか」，川崎修・出岡直也・萩原
能久編『アーレントと二〇世紀の経験』慶應
大学出版会，2017 年 7 月出版予定，所収）。
また自らも「作品」の制作に取り組み，その
成果を2015年度日本政治学会研究大会（2015
年 10 月 11 日，於千葉大学）や日本公法学会
第 81 回総会（2016 年 10 月 9日，於慶應義塾
大学）で報告するとともに，活字化して世に
問うた。 
 また、一ノ瀬は本研究プログラムにおける
事務局を務めるととともに、子どもに関する
「社会的排除」についての理論的な研究とそ
の実証調査を行うことで、その両者を統合す
る新たな研究視座を構築すること試みた。 
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